
　神栖市議会では10月よりインターネット

上においてホームページを開設しました。

　会議録検索システムを新たに備えました

ので、興味のある方は是非一度ご覧下さい。

ホームページアドレスは

http://www.giziroku.jp/kamisu/index.html
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議案番号 件　　　　　　　　名 議決結果

議案第１号 固定資産評価審査委員会委員の選任について 同意

議案第２号 神栖市総合計画「基本構想」を定めることについて 原案可決

議案第３号 神栖市長の資産等の公開に関する条例の一部を改正する条例 原案可決

議案第４号 神栖市手数料条例の一部を改正する条例 原案可決

議案第５号 神栖市積立基金条例 原案可決

議案第６号 神栖市都市計画法の規定による開発行為の許可等の基準に関する条例 原案可決

議案第７号 神栖市水道事業給水条例の一部を改正する条例 原案可決

議案第８号 平成19年度神栖市一般会計補正予算（第３号） 原案可決

議案第９号 平成19年度神栖市国民健康保険特別会計（事業勘定）補正予算（第１号） 原案可決

議案第10号 平成19年度神栖市老人休養ホーム特別会計補正予算（第１号） 原案可決

議案第11号 平成19年度神栖市公共下水道事業特別会計補正予算（第１号） 原案可決

議案第12号 平成19年度神栖市介護保険特別会計（事業勘定）補正予算（第1号） 原案可決

議案第13号 平成19年度神栖市水道事業会計補正予算（第1号） 原案可決

議案第14号 工事請負契約の締結について・神栖市防災行政無線（同報系）設備整備工事 原案可決

議案第15号 損害賠償の額を定め，和解することについて 原案可決

議案第16号 教育委員会委員の任命について 同意

認定第１号 平成18年度神栖市歳入歳出決算の認定について 認定

認定第２号 平成18年度神栖市水道事業会計決算の認定について 認定

報告第１号 平成18年度神栖市公共下水道事業特別会計継続費精算報告書・柳堀中継ポンプ場改築事業 報告済

請願第１号 安全・安心の地域医療を実現するための医師・看護師の大幅増員を求める請願書 採択

意見書案第１号 ドクターヘリ配備への財政支援と救急医療体制の整備を求める意見書 原案可決

意見書案第２号 安全・安心の地域医療を実現するための医師・看護師の大幅増員を求める意見書 原案可決

意見書案第３号 神栖市に警察署の設置を求める意見書 原案可決

決議案第１号 議長辞職勧告決議案 原案可決

決議案第２号 副議長辞職勧告決議案 原案可決

神栖市議会は，平成19年第３回定例会を９月10日から26日までの会期17日間の日程で開き，条例に関

するもの５件，予算に関するもの６件，人事に関するもの２件，契約に関するもの１件，総合計画に

関するもの１件，決算に関するもの２件，報告に関するもの１件，損害賠償に関するもの１件，動議

による決議案２件，請願１件，意見書案３件，計25件の審議を行いました。慎重なる審議を行い,い

ずれも原案のとおり可決されました。

議案等議決結果一覧

平成19年神栖市議会・第３回定例会
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(

氏　　名 所属常任委員会

委 員 長 大槻　邦夫 都市産業委員会

副委員長 小川五十六 健康福祉委員会

委　　員 木内　敏之 総務企画委員会

委　　員 神崎　　清 都市産業委員会

委　　員 関口　正司 健康福祉委員会

委　　員 田中　三郎 総務企画委員会

委　　員 三好　　忠 都市産業委員会

委　　員 伊藤　　大 健康福祉委員会

委　　員 額賀　成一 総務企画委員会

委　　員 佐藤　節子 教育環境委員会

委　　員 鈴木　康弘 教育環境委員会

委　　員 五十嵐清美 教育環境委員会

決算特別委員会　（平成19年９月13日設置）
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　 一　般　会　計
国民健康保険

特別会計

老人休養ホーム

特別会計

歳入決算総額 35,306,890,909 8,676,964,834 125,609,930

歳出決算総額 31,745,841,889 8,207,099,841 118,841,146

公共下水道事業特別会計 老　人　保　健 介　護　保　険 水道事業会計※

歳入決算総額 1,917,807,312 4,602,405,902 2,591,684,638 3,216,397,270

歳出決算総額 1,773,937,522 4,434,422,355 2,534,617,154 3,375,729,226

単位（円）

高橋　克己　議員 安藤　清一　議員 吉田　幸治　議員

総務大臣感謝状の贈呈を受ける
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ドクターヘリ配備への財政支援と救急医療体制の整備を求める意見書

提出者　長谷川 治吉　議員

　本年６月「救急医療用ヘリコプターを用いた救急医療の確保に関する特別措置法」が公布

されました。１分１秒を争う救急医療の“切り札”としてドクターヘリの配備が強く望まれ

ています。特に，へき地や山間部においては，救命率の低下，医師の偏在や不足が深刻な問

題となりつつある中で，患者がどこにいても短時間内に治療や搬送を行うことが出来るドク

ターヘリの配備は当面の急務と言わねばなりません。

　しかし，日本では平成13年度からドクターヘリ導入促進事業がスタートしましたが，現

在，岡山，静岡（２機），千葉，愛知，福岡，神奈川，和歌山，北海道，長野の９道県10機

の運行にとどまっています。導入が進まない要因として，運営主体となる都道府県や病院の

過重な財政負担，また，病院におけるフライトドクターや看護師などドクターヘリ関係医療

スタッフの整備が困難なことが指摘されています。

　よって政府においては，救急救命に大きな効果を上げるドクターヘリの配備に向けて，財

政支援を行うとともに救急医療体制の整備に必要な措置を早急に講ずるよう強く求めます。

１.国が整備に必要な財政を支援すること

２.運行費を支給するなどの財政措置を講ずること

３.フライトドクターや看護師などドクターヘリ関係医療スタッフ，患者を受入れる救急救

　 命センターなど救急医療体制の整備充実を図ること

意見書案第１号

今定例会において５件の議員提案を可決

　平成19年第３回定例会において５件の議員提案がなされ，慎重なる審議を行い，いずれも

原案のとおり可決されました。可決された意見書は各公共機関，関係大臣等に提出しました。

受理番号 受 理 日 件　　名 提 出 者 紹介議員 審議結果

請願第１号
平成19年

３月８日

安全・安心の地域医療を

実現するための医師・看

護師の大幅増員を求める

請願書

　　県民要求実現茨城

　　共同運動連絡会

　　会長　桜井 和夫

　　鹿行地域

　　共同運動連絡会

　　会長　木村　泉

関口正司議員

池田夫二議員

採　　択

皆さんから出された請願
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安全・安心の地域医療を実現するための医師・看護師の大幅増員を求める意見書

提出者　関口　正司　議員

池田　夫二　議員

　いま地域医療は，病院勤務医の減少による産科・小児科診療の縮小などで深刻な事態に直

面しています。医師・看護師を大幅に増やし，安全でゆきとどいた医療・看護を実現するこ

とは，国民的な緊急課題です。

　医師に関しては，全国の６分の１の病院が，医療法に規定された人数を満たせない深刻な

事態となっており，全国各地で救急医療や産婦人科・小児科などでの供給体制の悪化や地域

偏在が起こっています。茨城県でも各地域で同様の問題が顕在化しており，住民の不安が広

がっています。

　06年７月末，厚生労働省の「医師の需給に関する検討会」が最終報告をまとめましたが，

病院勤務医の負担や地域格差，産婦人科・小児科等の問題に言及したものの，医学部定員増

の施策はとらないとし，一部地域・一定期間に限った医学部定員増を示したのみでした。

　人口10万人あたりの医師数で見ると，日本人は212人（04年）で，ＯＥＣＤ（経済開発協

力機構）加盟国平均290人（03年）の７割程度で，12万人も不足しています。なかでも茨城

県は，150人（04年）で全国第46位と最悪の状態です。問題の改善のためには，短期的には

偏在の改善その他の対策を進めつつも，基本的にはＯＥＣＤ加盟国並に医師の絶対数を増加

させることです。

　看護職員の実態も，極端に少ない人員配置の下で仕事に追われ，満足な医療・看護ができ

ず，健康破壊も深刻な状況です。急性期入院を受け入れている一般病棟の多くは，昼間は一

人の看護師が患者４～５名を看ていますが，夜間帯には１人で20～25名の患者を看なければ

ならない体制です。日本医労連が実施した調査では３分の２の看護師が「仕事を辞めたい」

と答え，新卒看護師の11人に１人が１年以内に離職するなど，離職者の多さが厳しさの悪循

環につながっています。

　この背景には，医療従事者の配置基準が長年低いままで据え置かれ，さらに入院日数の短

縮化や医療の高度化によって，業務量の増加と濃密化が急激に進んでいることがあげられま

す。医療現場の声をうけて今春から新たな看護基準が設けられたものの，その基準の取得を

めざした看護師確保競争が激化し，結果的には地域医療を担う病院の体制悪化につながって

います。医療の現場はもはや限界であり，安全・安心の地域医療の上からも人員増は緊急課

題です。

　こうした趣旨から，下記事項の実現を要望するものです。

記

１．安心でゆきとどいた医療・看護を実現するために，医師・看護師を大幅に増員すること。

２．そのために需給計画の見直しと増員に必要な法的・制度的な整備，診療報酬その他での

　　財政措置を行うこと。

意見書案第２号
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神栖市に警察署の設置を求める意見書

提出者　小山　茂雄　議員

　茨城県の警察行政につきましては，国際化，情報化，少子・高齢化，科学技術の発展な

ど，取り巻く環境が著しく変化する中で，警察署の規模･配置の適正化，社会や県民のニーズ

の多様化に対応した安全で安心して暮らせる治安づくりが求められています。

　本市としても，県東南部の鹿行地域の中心都市として大きく発展し，人口，企業の進出，

商業･業務施設の立地，市町村合併等，著しい都市化による人口流動化，国際化の波はそのま

ま犯罪や交通事故の急激な増加による治安の悪化をきたし，犯罪や交通事故の被害数は目を

覆うものがあり，市民の安全に対する不安から，警察署誘致を求める署名活動，陳情活動等

が行われ，市民自らも安全，安心なまちづくりを推進している状況下であります。

　また，茨城県警察本部においての，警察署等再編整備計画では，犯罪多発地域における警

察署の再編整備において，（仮称）神栖警察署新設の検討が構想として示されておりますの

で，一日も早い当市への警察署の設置を，早期実現されるよう強く要望するものです。

意見書案第３号

　10月２日，議長，副議長，提出議員で，

茨城県庁と茨城県警を訪問し，「神栖市に

警察署の設置を求める意見書」を提出して

まいりました。

　神栖市は鹿島開発後の人口増もあり犯罪

発生件数が多く，平成18年データで見ると

凶悪犯罪発生率県下１位，犯罪発生率県下

第５位と憂慮すべき状況にあります。また

管轄の鹿嶋警察署と波崎東部地区とは約50

kmも離れています。

　事件・事故を抑止し地域社会の治安維持

を図り，市民が安心して暮らしていく上で

神栖警察署の設置は必要不可欠です。

左から山本副議長，宮川議長，小山議員，県秘書課長
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　地方自治法第103条２項により議長及び副

議長の任期は，議員の任期によることになっ

ているが，平成14年３月８日の議員協議会に

おいて正・副議長の任期を２年とする申し合

わせに十分理解したうえで同意したにもかか

わらず，議長の職を続けている。

　また，平成18年第１回定例会から６度の辞

職勧告決議案が可決しているが，納得のいく

説明がなされないまま，その職を続けている

ことに対し辞職勧告決議をするものです。

決議案第１号　議長辞職勧告決議案

提出者　木内　敏之　議員

　地方自治法第103条２項により議長及び副

議長の任期は，議員の任期によることになっ

ているが，平成14年３月８日の議員協議会に

おいて正・副議長の任期を２年とする申し合

わせに十分理解したうえで同意したにもかか

わらず，副議長の職を続けている。

　また，平成18年第１回定例会から６度の辞

職勧告決議案が可決しているが，納得のいく

説明がなされないまま，その職を続けている

ことに対し辞職勧告決議をするものです。

決議案第２号　副議長辞職勧告決議案

提出者　五十嵐　清美　議員

池田 夫二 議員
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伊藤 　大 議員

かみす聖苑
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鈴木 康弘 議員

田中 三郎 議員
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長谷川治吉 議員
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五十嵐清美 議員
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山中 正一 議員

デマンドタクシー
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山本　  守 議員

衣鳩幸次郎 議員



－16－

佐藤 節子 議員

塚本 　茂 議員
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関口 正司 議員
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柳掘 　弘 議員
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横 田　多 門 議 員　　逝　去

　市議会議員の横田多門氏が11月１日に逝去されました。

　同氏は昭和63年に就任以来，現在五期目。その間，副議

長，常任委員会の委員長などの要職を歴任し，地方自治の

発展のためご活躍されておりました。

　ここに謹んで哀悼の意を表するとともに，心からご冥福

をお祈り申し上げます。
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市議会のうごき
（平成１９年９月～11月）
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次回の12月議会予定

お 知 ら せ

　左の予定表は平成19年

第４回定例会（12月）の議

会予定です。

　変更になる場合がありま

すので議会の傍聴を希望さ

れる方は事前に事務局にご

確認をお願いいたします。

神栖市議会事務局

5０２９９－９０－１１７２（直通）

期　日 曜　日 議会日程（案）

５日 （水） 本 会 議（開会，提案理由説明）

３日　議員協議会

10日　第３回議会定例会開会

11日　
　　　一般質問
12日　

13日　議案質疑
　　　議会運営委員会

14日　総務企画委員会・健康福祉委員会
　　　教育環境委員会・都市産業委員会

18日　
　　　決算特別委員会
20日

26日　議会運営委員会
　　　第３回定例会閉会
　　　議員協議会

28日　鹿行市議会議長協議会

９月
３日　県北・鹿行市議会議長会事務局長会議

４日　
　　　議会運営委員会視察調査　静岡県裾野市
５日　

11日　県北鹿行市議会議長会

15日　鹿行広域事務組合議会視察研修　高知県

16日　
　　　総務企画委員会視察調査　山形県米沢市
17日　

18日　
健康福祉委員会視察調査　長野県上田市

　　　
教育環境委員会視察調査　宮城県白石市

19日　

25日　
　　　都市産業委員会視察調査　群馬県沼田市
26日

30日　議会だより編集委員会

10月
５日　鹿島南部地区消防事務組合　広島県
　　　議会視察研修　　　　 　　 愛媛県

７日

８日　
　　　茨城県市議会議長会研修会　つくば市
９日　

13日　鹿行政経懇話会

28日　鹿行広域事務組合議会

29日　鹿行議長協議会議員研修会

30日　全国市議会議長会
　　　第114回地方財政委員会

11月（予定）

６日 （木） 本 会 議（一般質問）

７日 （金） 本 会 議（一般質問）

８日 （土） 休　　日

９日 （日） 休　　日

10日 （月） 本 会 議（議案質疑）

11日 （火） 休　　会（常任委員会）

13日 （木） 休　　会（議事整理）

14日 （金） 本 会 議（閉会）

12日 （水） 休　　会（議事整理）

東京都
千代田区


